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カスタマーハラスメントに対する基本方針の公表について 

 

 

 一般社団法人全国信用組合中央協会は、労働施策総合推進法に基づき、「カス

タマーハラスメントに対する基本方針」を別紙のとおり策定しましたので、お知

らせいたします。 

 本会は、カスタマーハラスメントが発生した場合には毅然として対応するこ

とを表明することで職員が安心して働ける職場づくりに努めてまいります。 

 

以上 
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2026 年 10 月 1 日 

 
 

カスタマーハラスメントに対する基本方針 
 

一般社団法人 全国信用組合中央協会 

 

１．はじめに 

一般社団法人全国信用組合中央協会（以下「本会」といいます。）は、信用

組合業界の中央組織として、信用組合の健全な発展と地域・業域・職域社会へ

の貢献を支援することを使命としています。 

本会では、信用組合や信用組合の利用者の皆さまから寄せられるご相談、ご

意見、ご要望等を真摯に受け止め、業務やサービスの向上に活かすことで、信

頼される組織運営に努めています。 

これらのご意見やご要望は、本会の業務改善やサービス向上につながる重要

なものであり、本会はその一つひとつに誠実に対応することを基本姿勢として

います。 

一方で、近年は暴言、脅迫的な言動、威圧的な態度、人格を否定する発言、

執拗な要求、不当または過度な要求など、社会通念上相当な範囲を超える迷惑

行為、いわゆるカスタマーハラスメントが社会的な課題となっています。 

このような行為は、役職員等の人格や尊厳を侵害し、心身の健康および安全

を脅かすものであり、職場環境の悪化や業務運営の停滞を招くなど、本会の適

正な事業運営に影響を及ぼすおそれがあります。 

本会は、すべての役職員等が安心かつ安全に働くことのできる職場環境を確

保するとともに、信用組合や信用組合の利用者の皆さまとの相互理解と信頼に

基づく良好な関係を維持するため、本基本方針を策定いたしました。 

 

２．カスタマーハラスメントの定義 

本会では、顧客等（本会役職員等が業務上応対するすべての者をいう。）に

よる言動であって、当該業務の内容、性質その他の事情に照らし、社会通念上

許容される範囲を超える要求、言動または行為により、役職員等の就業環境が

害されるものを「カスタマーハラスメント」と定義します。 

 

３．カスタマーハラスメントに該当する行為 

カスタマーハラスメントに該当する行為の例は以下のとおりですが、これら

に限定されるものではありません。 

本会は、カスタマーハラスメントが疑われる事案が発生した場合には、その

内容や状況等を総合的に勘案し、個別に該当性を判断したうえで、適切に対応

いたします。 

 

 

別紙 



【カスタマーハラスメントの具体例】 

 ①不当な内容の要求 

  ・土下座の要求 

  ・不合理又は過剰なサービスや対応の要求 

・対応が著しく困難な又は対応が不可能な要求 

・正当な理由のない賠償、謝罪等の要求など 

②不当な行動・発言 

  ・殴る、蹴る、叩く、物の投げつけなどの身体的な攻撃 

  ・暴言、脅迫、中傷、名誉棄損、侮辱的発言などの精神的な攻撃 

・差別的な行為、発言 

・セクシャルハラスメント（性的な言動） 

・ＳＮＳ／インターネットへの投稿による誹謗中傷や名誉毀損 

・従業員に対するプライバシー侵害 

・合理的な理由のない長時間の電話 

  ・長時間の拘束や事務所等への居座り 

  ・業務時間外や休日における業務対応の要求など 

 

４．カスタマーハラスメントへの対応 

本会はカスタマーハラスメントに対して以下のとおり対応いたします。 

（１）カスタマーハラスメントに該当すると本会が判断した場合には、その行為

の中止を求めるとともに、必要に応じて対応の中断やお断りなど、毅然とし

た対応を取らせていただきます。 

（２）悪質なカスタマーハラスメントや、役職員等の安全が脅かされるおそれが

ある場合には、警察、弁護士その他の関係機関・外部専門家と連携し、適切

に対処いたします。 

 

５．役職員等への対応 

本会は役職員等に対し、以下の対応を実施いたします。 

（１）カスタマーハラスメントの判断基準や対応方法について、必要に応じて 

教育を行います。 

（２）相談対応体制を整備し、カスタマーハラスメントが発生した場合には早期

に対応方針を決定します。  

（３）カスタマーハラスメントの被害を受けた役職員等に対しては、相談対応、

事実確認、必要な配慮等の支援を行うとともに、心身の負担軽減および再発

防止に努めます。 

 

 

 



 

 

以上 


